
単位：千円

事 業 名 補正予算額

(現計予算額)

説 明

【監理課】

国直轄事業関連用地

先行取得事業費

△ 700,000

(700,000)

諸 △ 700,000

国直轄事業関連用地先行取得資金貸付金 △ 700,000

土地開発公社が先行取得した国直轄事業用地の国への譲渡に際し

生じた売却差額に充当する貸付金の減額

700,000 → 0

【道路課】

道路関係公共事業 270,000

(17,519,860)

国 △ 16,276

分 6,958

繰 △ 140

起 179,500

○一 99,958

１ 補助道路整備事業費 0

10,543,000 → 10,543,000

(1) 補助道路整備事業費（通常分） △ 132,285

8,743,485 → 8,611,200

国の内示に伴う減額

(2) 補助道路整備事業費（全国防災） 185,085

717,515 → 902,600

国の内示に伴う増額

(3) 補助道路整備事業費（交通安全） △ 52,800

1,082,000 → 1,029,200

国の内示に伴う減額

２ 補助道路修繕事業費 106,425

859,700 → 966,125

国の内示に伴う増額

３ 雪寒対策事業費 △ 34,700

108,000 → 73,300

国の内示に伴う減額

４ 地域活性化基盤道路整備事業費 △ 71,725

920,000 → 848,275

国の内示に伴う減額

５ 道路補修費 270,000

4,088,160 → 4,358,160

①通学路安全性の緊急確保 170,000

②集中豪雨による被災箇所への対応 100,000



単位：千円

事 業 名 補正予算額

(現計予算額)

説 明

【砂防課】

砂防関係公共事業 △ 307,859

(3,165,608)

国 △ 166,889

分 △ 3,118

起 △ 149,100

○一 11,248

１ 補助事業費 △ 347,859

2,669,580 → 2,321,721

(1) 補助通常砂防事業費 △ 350,700

718,935 → 368,235

国の内示に伴う減額

２ 単独事業費

496,028 → 536,028 40,000

(1) 単独通常砂防事業費 30,000

236,928 → 266,928

集中豪雨による被災箇所への対応による増額

(2) 砂防維持補修費 10,000

80,000 → 90,000

集中豪雨による被災箇所への対応による増額

【流域政策局】

河川関係公共事業 △ 448,854

(7,446,040)

国 △ 204,747

起 △ 240,400

○一 △ 3,707

１ 補助事業費 △ 448,854

3,005,660 → 2,556,806

(1) 補助広域河川改修事業費 △ 344,904

1,888,210 → 1,543,306

国の内示に伴う減額


